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セミナー 

１ コンプライアンス 

「取締役の責任とコンプライアンス・法律知識 」 

「企業犯罪と日本版司法取引」 

「インサイダー取引の基礎知識」 

「インターネット時代の法的リスクと対策 

「企業犯罪に対する対応」 

「不正会計の予防と対処法」 

「グループ会社をめぐる法的リスクマネジメント」 

「グループ経営における内部統制・コンプライアンス」 

「課徴金等の行政処分と調査～公正取引委員会・証券取引等監視委員会への対応～」 

「利息制限法・出資法改正による ATM 取引への影響と解決策 」 

「反社会的勢力の排除・関係遮断への組織的実践～企業防衛の観点からの具体策 」 

 

２ 会社法 

「改正会社法に対する実務対応」" 

「改正会社法及び会社法施行規則への実務対応～コーポレートガバナンスコードにも触れ

つつ」 



「会社法の基本と実務における留意点」 

「新しい株式取扱規則の実務」 

「会社法と金融商品取引法における内部統制の今後の展開」 

「グループ内部統制のための処方箋 -会社法改正の動向も踏まえて-」 

「上場企業のガバナンス強化に対する実務対応～東証規則改正・ＩＦＲＳ・公開会社法～」 

「買収防衛策の見直しと実効策」 

「株主主権時代を乗り切る『社⾧・役員のための株主総会』実践セミナー」 

「定時株主総会に向けた実務を総点検」 

「取締役の職責と会社法改正」 

「監査役を取り巻く環境変化と今後の実務対応」 

「弁護士は会社法をどう使うか（愛知県弁護士会）」 

「会社法の活用法（中部弁護士連合会）」 

「会社法を活用した事業承継対策（東京法律会計士業交流会）」 

「コーポレートガバナンスと監査役」 

「株券電子化時代の証券担保のあり方」 

 

３ 労務 

「セクハラ・パワハラの注意点」 

 「働き方改革と労働時間管理のポイント」 

 

4 マスコミ対応 

「リスク管理とマスコミ対応」 

「企業不祥事と報道対応」 

「不祥事発生時の法務部門のマスコミ等への対応」 

 

5 M&A 

「最近の判例を踏まえたこれからの M＆A 実務」 

「M＆A に関する法律問題 」 

「M&A と関連法制度（M＆A 実践実務講座）」 

「会社の買収、合併、リストラクチャリングと少数株主保護」 

「M&A と近時の法律問題～買収防衛策の是非（論点整理）と導入にあたっての留意点を

中心に～」 

「アクティビストに対する対応と新しい買収防衛策」 



「事前警告型防衛策の弱点と新しい買収防衛対策」 


